
資料１

「エネルギーバリューチェーンの最適化」
に向けたSystem Of Systemsの

検討について

平成２９年２月２１日
エネルギー戦略協議会事務局
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＜議題＞
「変動型再生可能エネルギー利用システム」と「地域熱電併給システム」
について、それぞれの取り組み事例を踏まえて、課題解決に向けた提言を
とりまとめ、Society5.0を見据えた具体的な取組を検討する

エネルギー戦略協議会（第1５回）の振り返り(１/2)

＜主なコメント＞
○ 変動型再生可能エネルギー利用システム
・ 需給予測は衛星情報等も活用し、発電設備の運用計画が必要
・ 再生可能エネルギーと共に導入されるＰＣＳをネットワークでつなぎ、
EVも含めてコミュニティー内のエネルギー最適化等のアイデアが必要
・ 火力発電の急速起動も含めて検討すべき
○地域熱電併給システム
・ 熱の面的利用を一般家庭だけで進めるのは難しく、工場のポテンシャル
活用やオフィスビル単位であれば可能
・ システムとしての定量的な大目標を設定して目指すべきであり、そのシ
ステム内の施策も定量的なゴールをもって取り組むべき
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エネルギー戦略協議会（第1５回）の振り返り(２/2)

○ Society5.0に向けて取り組みについて
・ データが集まる仕組みについては国で取り組むべき課題ではないか
・ エネルギー（電力・熱）についてもデータを一元管理できるような
仕組みが必要なのではないか

○ 重きを置くべき施策のフォローアップについて
・ 注目すべきシステムについては毎年定点観測してもいいのでは
・ 長期的な取り組みである地熱はNESTI推進WGで議論してはどうか
・ 蓄電のみにとらわれず、エネルギーキャリアも含め「蓄エネルギー」の枠
組で議論してはどうか
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STEP1STEP1 • エネルギー関連施策、技術の俯瞰

STEP2STEP2 • System of Systemsの技術間連携を抽出

STEP3STEP3
• 各System of Systems の深掘りと取組の不足の
洗い出し

STEP4STEP4
• 課題解決に向けた提言とりまとめ、Society5.0を見
据えた具体的な取組の検討

System Of Systemsの議論の進め方

外部有識者による情報提供、
各省の取組紹介
（既に終了した事業で顕在化した課題等）



サービス

流
通

生
産

蓄電

発電
（変動型再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ）

太陽光
風力

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ

IoTサービス
プラットフォーム
センシング・制御技術

データ解析

システム構築

エネルギープラットフォーム

 需要家側ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

 系統側ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

 統合ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

燃料電池

水素貯蔵

水素燃焼
発電

運輸部門民生部門

先進交通システム

鉄道
空調・冷凍機

厨房機器

照明

家電

情報機器・システム

次世代自動車

住宅・ビル

給湯器

発電
（非変動型再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ）

水力

地熱

バイオマス集熱
(変動型再生
可能ｴﾈﾙｷﾞｰ)
太陽熱

蓄熱

送電

水素製造

水素輸送・供給
配電熱輸送

電熱変換

a,◆f,i,j
（太陽光）
h（風力）

b

c,d, ◆ f,h,i,j

e,g

CCU

― 熱
― 電気
― 水素
情報
情報（エネマネ）

4

（CO2とH2から
CH4生成）

◆ f,i,j

圧縮空気

h

圧縮空気発電

hh

a

h

超電導発超電導発
電機消

費

ﾊﾞｰﾁｬﾙ
ﾊﾟﾜｰﾌﾟﾗﾝﾄ
ﾊﾞｰﾁｬﾙ
ﾊﾟﾜｰﾌﾟﾗﾝﾄ

ｱﾝｼﾗﾘｰ
ｻｰﾋﾞｽ
ｱﾝｼﾗﾘｰ
ｻｰﾋﾞｽ

電力取引電力取引

見える化見える化

ｱｸﾞﾘｹﾞｰﾀｱｸﾞﾘｹﾞｰﾀ
ｴﾈﾙｷﾞｰ
ｻｰﾋﾞｽ
ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ

ｴﾈﾙｷﾞｰ
ｻｰﾋﾞｽ
ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ

見守り・
ｾｷｭﾘﾃｨ
見守り・
ｾｷｭﾘﾃｨ

※

◆未利用
熱回収

発電（化石燃料）
天然ｶﾞｽ火力

石炭火力

◆：重きを置くべき施策あり
a~h：技術間連携を含む各省事業

※

※※

※
※

①変動型再生可能エネルギー利用システム

気象観測データ

熱発電 k



系統
運用層

・経済性・環境性・公平性・快適性を考慮した安定供給の実現
・予測と市場（前日,１時間前, リアルタイムなど）を活用した次々
世代の系統制御（UC/EDC/LFC/GF, 送電制御、配電の電圧
制御など）

xEMS

アグリゲータxEMSバランシングG

中間層
送電網

配電網 調整用電源

ユーザー層
大量PV 大量PV

水力 メガソーラー

蓄電池

CEMS DRアグリゲータ 新電力

送電網

火力l
配電網

パワーアグリゲータ
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次世代の電力系統システム構造

エネルギー戦略協議会（第１５回）資料１ 別紙２
東工大 井村先生ご提供資料より抜粋、内閣府編集

アグリゲータ バランシングG
アグリゲータ

電力小売り全面自由化により“中間層”に位置づけられる新たなプレイヤーの出現
→再エネの変動を調整する蓄エネルギー技術、需給予測技術、制御技術



①変動型再生可能エネルギー利用システム

蓄エネルギー技術（３月の協議会で蓄エネ技術俯瞰図を提示予定）
→ ポストリチウムイオン電池の開発、高度化
→ 蓄熱、水素、その他機械的蓄エネ技術等の最適な活用

＜変動型再生可能エネルギー利用システムの課題＞
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本日、有識者による
情報提供

再生可能エネルギーの発電量予測技術
→ 予測技術の高度化、大外れ対応（信頼度付区間予測）

制御技術による電力品質保持、アンシラリーサービス
→ VPP（バーチャルパワープラント）を活用した省エネルギー・
負荷平準化、系統安定化

→ 協調PCS（スマートインバータ）による電圧、周波数の維持

有識者にこれまでに頂いた
示唆 （東工大 井村教授等）



需要家
系統

配電系統

送電系統

蓄熱風力

発電

発電
（摩擦熱等）

（溶融塩等）

（タービン発電等）

電気蓄
熱

電熱変換

熱電変換

電気
電気

風力

水素

発電電気

（タービン発電等）（H2のまま活用）発電太陽光

太陽熱

（熱のまま活用）
温水等

蓄
熱

電熱変換

熱電変換

電気 太陽熱 蓄熱

発電
水素

発電
（H2のまま活用）発電太陽光

電熱変換
熱 電気

蓄熱

温水等
（熱のまま活用）

（エコキュート等）

（溶融塩等）

（タービン発電等）

（燃料電池等）

熱配管熱配管

電気

電気

電気

熱

熱

熱

熱

再エネ大量導入時の蓄エネルギー視点の熱活用
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熱の活用について泉井構成員ご提供資料（内閣府事務局編集）
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論点（案）
①変動型再生可能エネルギー利用システム

再生可能エネルギー由来の熱の経済的な活用
 火力発電設備への補助的な熱源としての活用に向けて技術開発
要素について

 その他

情報提供を受けて・・・
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②地域熱電併給システム

民生部門

蓄電／EV

発電（変動型
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ）
太陽光
風力

コジェネ・燃料電池

水素貯蔵

out

運輸部門

先進交通システム

航空機・船舶・鉄道

空調・冷凍機

厨房機器

照明

家電

情報機器・システム

次世代自動車

内燃機関自動車

住宅・ビル

給湯器

発電
（非変動型
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ）

小水力

小規模地熱

小規模ﾊﾞｲｵﾏｽ

燃料利用

蓄熱

水素製造

石炭

石油

ガス 太陽熱

燃料

IoTサービスプラット
フォーム

センシング・制御技術

データ解析

システム構築

エネルギープラット
フォーム

 需要家側ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

 系統側ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞ
ﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

 統合ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝ
ﾄｼｽﾃﾑ

HP

DR指令

DR指令

DR（デマンドレスポンス）指令：需要抑制の指令信号を示す。

b
a

b,c,d

水素輸送・供給配電熱輸送

out

in

廃熱活用

a

b,c

b,c

b,d b,cb,c,d

dd d

d

d

―熱
―電気
―水素
―燃料,原料
- - -情報
- - -情報
（エネマネ）

サービス

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾚ
ｽﾎﾟﾝｽ
ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾚ
ｽﾎﾟﾝｽ

見える化見える化

ｱｸﾞﾘｹﾞｰﾀｱｸﾞﾘｹﾞｰﾀ
ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰ
ﾋﾞｽ

ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ

ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰ
ﾋﾞｽ

ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ

渋滞緩和
ｻｰﾋﾞｽ
渋滞緩和
ｻｰﾋﾞｽ

見守り・ｾ
ｷｭﾘﾃｨ
見守り・ｾ
ｷｭﾘﾃｨ

地方創生地方創生

ｽﾏｰﾄﾌｰﾄﾞｽﾏｰﾄﾌｰﾄﾞ

◆：重きを置くべき施策あり
a~d：技術間連携を含む各
省事業

流
通

生
産

消
費

発電（化石燃料）
天然ｶﾞｽ火力

石炭火力

その他
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ

雪氷熱
地中熱

未利用熱

e
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②地域熱電併給システム
政府による地域実証や事業者による熱電併給
において顕在化した課題等をヒアリング
 農林水産省、経済産業省、環境省におけるエネルギー
マネジメント関連の地域実証の概要、課題等の共有

 実際に補助金を活用してエネルギーマネジメントに取り
組んでいる自治体へヒアリング

 熱供給事業の現状について、日本熱供給事業協会へ
ヒアリング

・バイオマス産業都市（農林水産省）、
・分散型エネルギーインフラプロジェクト・マスター
プラン策定事業（総務省）
等に選定されている岡山県真庭市を対象とした



②地域熱電併給システム
各省による地域実証における課題等

農林水産省

ＦＩＴを活用した売電以外の取り組みでは、経済性の確保や地域が主体と
なった持続的な事業モデルの確立が課題
バイオマス産業都市の取り組みは、平成２５年度から選定を始め、合計５０
地区、６８市町村まで広がっている
熱の融通は「輸送」の課題が大きいが、ガス化プラントに隣接して熱需要のある
施設を整備することで余剰熱をうまく活用できている例がある
静岡県掛川市の例では、コミュニティー自体を一から整備することで地域熱供給
を実現する構想で、基本計画を策定中

経済産業省

分散型エネルギーシステムは、非常時のエネルギー確保という観点からも重要
最終エネルギー消費の約半分が熱（電気は１/４）であるから、低炭素化・エ
ネルギーの高効率化の両面において、分散型の熱の活用は鍵となる
ランニングメリットで、高額なイニシャルコストを設備の耐用年数内に回収できるか
コミュニティー単位の電気、ガス、熱供給の全てのシステムを１つの会社で見るの
は難しく、誰が推進すべきか
大規模な設備を導入するに相応しい、長期間の安定したエネルギー需要を見
込むことができるか
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②地域熱電併給システム
各省による地域実証における課題等

岡山県 真庭市の例

環境省

バイオマス等の持続的かつ安定的な調達・利用が必要
地形や施設の位置関係・距離を考慮した、電気・熱の供給と需要施設のマッチ
ングが課題
小規模な個別処理では事業コストが増大し、事業継続が困難
供給元から需要家までの供給一貫体制の構築のため、まちづくりと一体となった
需要と供給の調整、利害関係者間の合意形成が必要

有識者
コメント

地域実証を通じて得られたノウハウを蓄積し、汎用性の高い情報をどんどん共有
していくことが今後大切になってくる
実用化するためにはどうすれば良いか、コスト削減、安定化、熱利用の拡大をど
うするか、目標を定量的に設定するべき

主な取組

豊富な森林資源をいかに有効利用するか、地域の主幹産業である林業をいか
に守るか、という観点で未利用資源を調査
林業関係の組合や地域産業の結束が強く、地域をより良くするための議論の場
があり、市の職員もオブザーバとして参加 → 民の主体性

12



②地域熱電併給システム
事業者による実運用における課題等（日本熱供給事業協会ヒアリング）
 ガス・電気・上下水道が敷設されている共同溝に熱導管を入れる
ことができず、隣接した新たな洞道を要するため、熱供給でネックに
なるのは熱供給用の配管コストである

 現状、熱供給事業に対してのインセンティブがない
 高額な設備投資を後から回収するスキームなので、ビル等の断熱
技術が向上し、需要が変化しエネルギーが余る等のリスクがある

⇒ 病院、宿泊施設や、自治体の理解を得ることで公共施設等を
巻き込み、安定的な需要を見込んだ設計をすることが事業成
立の鍵

13
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②地域熱電併給システム
＜地域熱電併給システムの課題＞
政府による地域実証や事業者による熱電併給で顕在化し
た課題への対策

本日、有識者による情報提供

→ 地域における蓄熱、熱輸送、熱利用全般の初期投資
の低コスト化

→ 未利用資源調査の活用、エネルギー融通の際の時間
的・空間的なマッチングや事業性評価、持続的にメリッ
トの出るシステム設計

→ システムの導入・運用を通じて得られたノウハウ、評価
結果等の蓄積および他地域との共有

→ 推進する事業者
※ コミュニティー自体を基盤から構築する、まちづくりと一体となっ
たエネルギーシステムはコスト面を含めて優位性がある一方で、
電気・熱・ガス等の総合システムとして推進することは難しい

競争領域、
導入段階の
課題等

研究開発
要素が
あるか
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エネルギーシステム設計・評価の重要性

地域特性
調査

エネルギー
システム
設計

システム
実装・運用

エネルギー
システム
評価

エネルギーマネジメント
を行う地域の人口、
面積、気候等の基本
情報を踏まえた需要
の特性や再生可能エ
ネルギー、未利用エネ
ルギーのポテンシャル、
産業の特徴等を調
査・分析する。

特性調査の結果を
もとに、エネルギーの
需給バランス、コスト
構造、電力品質保
持の観点で、需給
予測・シミュレーショ
ンを活用し、最適な
設計を行う。

設計したシステム通
り実装し、運用の際
には種々のエネル
ギー量を計測し、適
宜フィードバックし常
に最適化を行う。

運用時の計測データ
より、経済性や消費
者の満足度の観点
でシステムの評価を
行う。また、計測デー
タは秘匿性を確保を
し、ビックデータとして
系統や他地域システ
ムに活用する。

システム設計、アンシラリーサービス等に資する
技術開発要素...

本日、有識者に
よる情報提供
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論点（案）
②地域熱電併給システム

事業を成立させる熱電併給システム関連技術開発について
 機器（ハード）の低コスト化、高効率化に向けた研究・技術開発
 地域特性を踏まえた最適なエネルギーシステムを構築するためのソフ
トの研究・技術開発
－エネルギーシステム構築に要する基礎データの収集のためのソフト
（需要把握など）

－エネルギーシステムを最適に構築するためのソフト
－エネルギー設備などの最適コントロールを行うためのソフト

など
 その他

※競争領域と協調領域のすみ分けなどに留意が必要
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【参考】家庭のエネルギー消費

http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/general/actual/


